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１．はじめに
　平成18年５月１日から施行された会社法は、取締役
と共同して、計算書類１及びその付属明細書、臨時計
算書類２並びに連結計算書類３を作成する（会社法374
条１項）役割を担う会計参与を新設した。そして、会
社法329条１項において、取締役、監査役に並ぶ、株
式会社の役員として、この会計参与を位置づけた。
　従来、株式会社の役員とは、取締役および監査役を
指し、また、現在の委員会設置会社に連なることにな
る、平成14年の「株式会社の監査等に関する商法の特
例に関する法律」の改正によって大会社およびみなし
大会社において選択することができることとなった委
員会等設置会社における取締役および執行役が役員で
あると考えられてきた４ことから、会社法の制定によ
り、株式会社において、新たな役員の新設と範囲の変
更がなされたといえ、会社法制定過程における会計参
与の職務への期待は大きかったことが想像できる。
　特に、会計参与制度の創設は、中小企業の計算の適
正化５、または中小会社の会計を信頼に足りるものと
する目的６によるものであり、非公開会社における取
締役会設置会社においては会計参与と監査役のいずれ
かを選択的に導入し７、信頼に足りる適正な会計を実
現することが望まれるものであったが、これまで適正
な計算、信頼のおける会計を行ってきた、または行っ
てきたと考える中小会社、中小企業においては、会計
参与を設置する具体的メリットに欠け、会社法が施行
されてから６年余りが経過した現在において、会計参
与の利用、制度の理解が低調な様子が見受けられる。
　そこで本稿では、企業活性化のための会計参与の活
用方法と具体的な関係機関の取り組みの紹介、そして
会計参与の制度利用に関して、主として会計参与の担
い手の側面から法的課題について検討していくものと
する。
２．会計参与制度の概要
⑴　会計参与の権限と義務
　会計参与は、会社法326条２項により、株式会社の
定款の定めにより置くことができるものとされ、就任
できる者は、会社法333条１項により、公認会計士若
しくは監査法人又は税理士若しくは税理士法人に限定
されている。ここで、監査法人又は税理士法人を会計
参与に専任した場合、その社員の中から会計参与の職
務を行うべき者を選定し、これを株式会社に通知しな
ければならないとされている（会社法333条２項）。
　そして、株式会社又はその子会社の取締役、監査役
若しくは執行役又は支配人その他の使用人である者、
業務の停止処分を受け、その停止の期間を経過しない
者、税理士法43条の規定により、同法２条２項に規定
する税理士業務を行うことができない者は、会計参与
として就任することができないものとされている（会
社法333条３項）。
　また、会計参与の任期は、取締役と同様に選任後２
年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会の終結の時まで８とされ、取締役と共同
して計算書類等を作成する以上、基本的には任期を揃
える必要があるといえる。
　会計参与は、取締役と共同して、計算書類及びその
付属明細書、臨時計算書類並びに連結計算書類を作成
する者であり、作成に際して、法務省令の定めに従っ
て、会計参与報告を作成しなければならないとされて
いる（会社法374条１項）。
　この職務の実現のため、会計参与は、いつでも会計
帳簿又はこれに関する資料の閲覧及び謄写９をするこ
とができ、取締役及び支配人その他の使用人に対して
会計に関する報告を求めることできるものとされてい
る（会社法374条２項）。さらに、会計参与は職務を行
うため必要があるときは、会計参与設置会社の子会社
に対し、会計に関する報告を求め、又は会計参与設置
会社若しくはその子会社の業務及び財産の状況を調査
することができるとされている（会社法374条３項）。
　そして、会計参与は、自身の職務の遂行にあたって、
取締役の職務執行に関し、不正行為又は法令若しくは
定款に違反する重大な事実があることを発見したとき
は、遅滞なく、これを株主10に報告する義務がある（会
社法375条１項）。
　加えて、会計参与は、各事業年度に係る計算書類及
びその付属明細書並びに会計参与報告については、定
時株主総会の日の１週間11前の日12から５年間、臨時
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計算書類及び会計参与報告については、臨時計算書類
を作成した日から５年間、法務省令で定めるところに
より、当該会計参与が定めた場所に備えおく義務もあ
る（会社法378条１項）。
⑵　取締役会設置会社における会計参与特有の義務等
　会社法327条２項により、委員会設置会社以外の取
締役会設置会社は、原則として会計参与を置かなけれ
ばならないが、非公開会社においては、会計参与を設
置することにより、この義務を免れることができる。
そのため、非公開会社である委員会設置会社以外の取
締役会設置会社においては、監査役と会計参与の両者
を設置することは可能ではあるが、今後、監査役設置
にかかる費用と会計参与設置にかかる費用や、会社の
対外的信用力等を比較して、当該会社にとってより良
い形を選択することが想定され、会計参与は主として、
取締役会設置会社において設置されることが予想され
る。
　取締役会設置会社においても、会計参与の権限等は、
⑴で述べたことと変わりはないが、その他の会社と比
べて、職務、義務が多いという特徴がある。
　会社法376条１項は、取締役会設置会社における会
計参与は、①会社法436条３項により、法務省令の定
めに従い、各事業年度に係る計算書類（貸借対照表、
損益計算書その他株式会社の財産及び損益の状況を示
すために必要かつ適当なものとして法務省令で定める
もの）及び事業報告並びにこれらの附属明細書の取締
役会の承認を受ける際、②同法441条３項により、最
終事業年度の直後の事業年度に属する一定の日（臨時
決算日）における貸借対照表、臨時決算日の属する事
業年度の初日から臨時決算日までの期間に係る損益計
算書の取締役会の承認を受ける際、③同法444条５項
により、会計監査人設置会社において、法務省令の定
めに従い、各事業年度に係る、当該会計監査人設置会
社及びその子会社から成る企業集団の財産及び損益の
状況を示すために必要かつ適当なものとして法務省令
で定める連結計算書類の取締役会の承認を受ける際、
当該取締役会に出席する義務があることを謳ってい
る。
　また、この場合において、会計参与は、必要がある
と認めるときは意見を述べなければならないこととさ
れている。
⑶　委員会設置会社における会計参与特有の義務等
　委員会設置会社は、会社法２条12号により、指名委
員会、監査委員会及び報酬委員会を置く株式会社とさ
れ、アメリカ型の機関設計13が可能となった。
　公益社団法人日本監査役協会の調査では、2012年６
月１日現在、90社の委員会設置会社が存在する14とさ
れている。
　委員会設置会社においては、業務執行を執行役が
担っていることから、計算書類等の作成に際しては、
執行役と共同して行うことになり、取締役及び支配人
その他の使用人だけではなく、執行役に対しても会計
に関する報告を求めることができるとされている（会
社法374条６項、１項、２項）。
　また、委員会設置会社における会計参与が、その職
務を行うに際して、執行役又は取締役の職務執行に関
し、不正行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実があることを発見したときは、遅滞なく、これを
監査委員会に報告しなければならないこととされてい
る（会社法375条３項、１項）。
　そのため、会計参与は、執行役又は取締役の不正行
為等の発見義務まではないものの、他の機関設計の会
社と比較して、監視、注視すべき対象が増えている点
で特徴的であり、不正行為等を抑止する者として期待
されていると考えることもできる。
⑷　会計参与と計算書類等を共同作成する者との間の
対立等について
　会計参与は、会社の機関設計に従って、計算書類等
を取締役又は執行役と共同作成する者であることは、
前述の通りである。
　しかしながら、計算書類等の作成に際して、取締役
又は執行役と意見が対立し、両者の見解が異なること
も想定される。この場合、会計参与は株主総会におい
て意見を述べることができるとされている（会社法
377条１項、２項）。
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　また、会計参与と取締役又は執行役との意見の対立
が著しく、作成する計算書類等の内容を適正なものと
認められないような場合や、取締役又は執行役の不正
行為等を防止することができないような場合には、会
計参与自ら辞任することも想定される。一般的には、
辞任により、会計参与としての責任を問われることは
ないと考えられがちであるが、後述のように辞任後も
責任を問われる可能性もあり、注意が必要である。
　反対に、取締役又は執行役が、自己と意見を異にす
る会計参与を解任することも想定されるが、この場合
においても、様々な法的な問題が存在する。
⑸　会計参与の報酬等について
　会計参与の報酬等については、会計参与を設置する
旨の規定と合わせて、定款にその額を定める方法と、
定款に規定を置かない場合、株主総会の決議による方
法がある（会社法379条１項）。
　会計参与を２人以上設置している場合、各会計参与
の報酬等について定款の定め又は株主総会の決議がな
い場合、当該報酬等は、定款の定め又は株主総会の決
議による、会計参与に支払うべき報酬等の全体の範囲
内において、会計参与の協議によって定めることと
なっている（会社法379条２項）。
　そのため、この方式による場合、会計参与間の発言
力の大きさの違いや職務についての主たる者、従たる
者の区別等により、必ずしも各会計参与に、適正に報
酬等が支払われるとは限らないという問題点も考えら
れる。
　そして、この場合に限定されるわけではないが、会
計参与は、株主総会において、会計参与の報酬等につ
いて意見を述べることができるとされている（会社法
379条３項）。
　また、会計参与が職務の執行について、費用の前払
いの請求、支出した費用及び支出の日以後におけるそ
の利息の償還の請求、負担した債務の債権者に対する
弁済の請求を、会計参与設置会社に対して行うことが
でき、当該会計参与設置会社は、当該請求に係る費用
又は債務が当該会計参与の職務執行に必要でないこと
を証明した場合を除き、これを拒むことができないと
されている（会社法380条）。
３．企業活性化のための会計参与の活用
⑴　金融機関における金利の引き下げ等
　会計参与制度の創設は、中小企業の計算の適正化な
いし、中小会社の会計を信頼に足りるものとする目的
による側面があったことは、前述の通りであるが、こ
れにより、会計参与制度を導入した会社には、従来以
上の当該会社の計算書類等が正確であることの信頼、
会計の明確化があり、金融機関からの融資に際しても、
高い信用力が与えられるというメリットがあると考え
られている。
　現に、日本税理士会連合会のホームページ15では、
会計参与設置会社を対象とした融資商品を取り扱って
いる金融機関が紹介され、活用が期待されている。
　具体的には、全国信用保証協会連合会、北洋銀行、
仙台銀行、福島銀行、郡山信用金庫、二本松信用金庫、
会津商工信用組合、福島県商工信用組合、東邦銀行、
会津信用金庫、白河信用金庫、ひまわり信用金庫、い
わき信用金庫、大東銀行、あぶくま信用金庫、須賀川
信用金庫、福島信用金庫、相双信用組合、東京都産業
労働局、新銀行東京、埼玉県産業労働部、筑波銀行、
埼玉りそな銀行、大阪府商工労働部、奈良県商工労働
部、富山銀行、北陸銀行、富山第一銀行、山陰合同銀
行、岩国信用金庫、東山口信用金庫、山口銀行、にし
中国信用金庫、防府信用金庫、西京銀行、萩信用金庫、
山口信用金庫、伊予銀行、宇和島信用金庫、愛媛銀行、
川之江信用金庫、愛媛信用金庫、東予信用金庫におい
て、会計参与設置会社を対象とした融資商品の取り扱
いがなされている16とされている。
　特に、伊予銀行においては、「法人会・税理士会コ
ラボレーションローン」において、会計参与制度の導
入により、0.8％の金利の引き下げを行う17ものとされ
ていて、会計参与設置会社への信用力の高さが覗える。
　また、前述の日本税理士連合会の調査では紹介され
ていない金融機関ではあるが、沖縄銀行の「おきぎん
TKC戦略経営者ローン」において、奄美信用組合の「法
人会・税理士会パートナーローン」18において、会計
参与制度の導入することで、0.5％の金利の引き下げ
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を行うとされている。他に、みちのく銀行の「みちの
くTKC経営戦略者ローン」において、会計参与制度
導入会社に対して、0.25％の金利の引き下げを行う20
としている。
　新潟県内の個別の金融機関については、このような
取扱いをするものを見受けることができなかったた
め、今後、新潟県内の金融機関において、会計参与設
置会社に対しての融資商品、特に通常よりも金利の引
き下げ等の取り組みを行っているか否かの調査を行っ
ていきたいと考えている。また、そうした取り組みが
なされていない場合、これから行う可能性や、どのよ
うな条件が必要かなどの調査を行っていきたいと考え
ているが、調査結果等については、別稿にて扱うこと
とする。
⑵　建設業における経営事項審査での加点事由
　2008年４月１日から、公共工事における企業評価の
「物差し」としての経営事項審査において、会計参与
を導入している企業について、『社会性評価（Ｗ）』の
分野で加点評価の対象となった21。
　この点においても、会計参与の活躍が期待され、会
計参与制度の導入は、建設業という分野が限定されて
いるものの、企業の活性化に資するものであるといえ
る。
　会計参与制度の導入が、経営事項審査での加点評価
の対象となったことについては、企業の社会的責任に
対する関心の高さも理由の一つとして挙げられている
が、企業の社会的責任については建設業だけでなく、
企業全般について果たすべきものであり、今後、他の
業種においても会計参与制度の導入が、様々な点で評
価の対象となることが考えられる。
４．会計参与制度における法的課題
⑴　辞任時における会計参与の責任
　会計参与が計算書類等を作成する際、会社の機関設
計によって、取締役又は執行役と共同して行うことに
なるが、取締役又は執行役と意見を異にする場合は、
株主総会で意見を述べることができることは、前述し
た。このとき、会計参与と取締役又は執行役との意見
の対立が著しく、共同して計算書類等を作成すること
が困難である場合、会計参与は辞任をし、作成された
計算書類等について、責任を持たないことを明確にす
る必要がある。
　しかしながら、会社法346条１項は、役員が欠けた
場合又は会社法若しくは定款で定めた役員の員数が欠
けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した役
員は、新たに選任された役員が就任するまで、なお役
員としての権利義務を有する旨を規定しており、会計
参与が辞任したとしても、新たに会計参与が選任され、
就任するまで、会計参与としての権利義務が継続する
ことになり、会計参与が本来、責任を持つべきでない
部分ないし、辞任により責任を問われるはずはないと
考えている部分についても及ぶことになる。
　そのため、取締役又は執行役と意見を異にし、共同
して計算書類等を作成することが困難となった会計参
与は、辞任するとともに、会社法346条２項に基づき、
裁判所に一時会計参与を選任するよう申し立てるべき
であるといえる。
　また、一時会計参与の選任については、裁判所が必
要と認めるときでなければならないため、状況によっ
て、選任まで時間がかかることや、場合によっては選
任の必要が認められない場合もありうる。そこで、会
社法326条２項では、会計参与は定款の定めにより設
置が可能であることから、辞任を考える会計参与は、
会計参与設置の根拠となる定款の規定の削除を会社に
求め、これにより、辞任後において、新たな会計参与
が選任、就任されるまでの間、会計参与としての権利
義務を有することなく、計算書類等の作成の責任を問
われることはなくなるため、この点の考慮も必要にな
ると考えられる。
⑵　会計参与の会社に対する責任と責任限定契約
　⒜　会計参与の会社に対する責任
　会計参与は、会社法329条１項により、取締役、監
査役と並ぶ役員とされ、会社と委任ないし準委任の関
係22に立ち（同法330条）、会社に対し善管注意義務（民
法644条）を負う23。会計参与が具体的な法令、定款
に違反した場合や、課せられた善管注意義務に違反し
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て会社に損害を与えた場合は、任務懈怠により会社に
対し、損害賠償責任を負う（会社法423条１項）。この
責任は過失責任とされる（会社法428条１項）。ここで、
会計参与と同じ役員の取締役に課せられた義務は、そ
の地位・状況にある者に通常期待される程度のものと
されているが、とくに専門的能力を買われて選任され
た者については、期待される水準は高くなると考えら
れる。したがって、その専門的能力を買われて選任さ
れる会計参与に要求される善管注意義務の水準は相当
程度高いものになる24。
　ところで、計算書類等の作成には、依るべき会計基
準が必要となるが、このことについて、前述の通り、
会計参与は、公認会計士若しくは監査法人又は税理士
若しくは税理士法人でなければならないとされている
（会社法333条１項）が、公認会計士と税理士は、その
資格や職域等で異なる部分を有し、当初、中小会社の
信頼に足りる適正な会計を実現するために会計基準の
策定がそれぞれ別々に行われた経緯がある。すなわち、
日本税理士連合会における2002年12月の「中小会社
会計基準」、日本公認会計士協会における2003年６月
の「中小会社の会計のあり方に関する研究報告」がそ
れであるが、自主的に作成された会計基準が乱立して
いる状況を問題視する見解25もあり、2005年８月、日
本公認会計士協会、日本税理士連合会、日本商工会議
所、企業会計基準委員会の４団体は共同して基準の統
一化を図るべく、「中小企業の会計に関する指針」を
公表した26。この指針を参考に会計参与に就任した者
は、信頼に足りる適正な会計を実現していくものと考
えられるが、会社法431条は、株式会社の会計に関し、
一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うも
のとすると規定していることから、会計に唯一絶対の
手法、方法があるわけではなく、様々な手法、方法か
らの選択を迫られる可能性があるとともに、先の指針
を強制されるわけではないといえる。しかしながら、
会社の計算規定が不備、不完全であった時期において
は、企業会計に関して多くの慣習法が存在し、商法の
規定を補充していたが、昭和37年の商法改正に当たり、
そのほとんどが商法典に接収され27たため、現在にお
いては商慣習法というべき企業会計の基準は見当たら
ない28との見解があり、この見解に従えば、新たに慣
行となったものが存在しない限り、すべて明文の法に
よって規律され、これに従うことになる。
　しかしながら、会計に関し慣行、慣習を是認してい
る以上、会計参与が取り得る方法は画一的なものでは
ないことは確かである。そこから、過失により会社に
損害を与える可能性がないではない29。そして、株式
会社における計算の規定は剰余金の分配可能額等の確
定を意図30する面や、利害関係者のための情報提供31
を目的とする面もあり、計算における瑕疵は重大な問
題に発展する可能性がある。特に近年、国際会計基準
の導入の動き32もあり、複雑化していく状況において
会計参与の過失が、重過失と評価される状況も考えら
れる。
　⒝　会計参与を対象とする責任限定契約
　平成13年の商法改正により、社外取締役の確保を容
易にするため33、266条19項において、社外取締役が
法令、定款違反行為を行い、会社に損害を加えた場合、
その職務遂行について善意かつ無重過失であるとき
は、予め定款で定めた金額と、①から③の合計額（①
責任原因事実が生じた日が属する営業年度またはその
前の各営業年度において当該社外取締役が報酬その他
の職務遂行の対価として会社から受け、または受ける
べき財産上の利益34の額の営業年度ごとの合計額の中
で最高額の２年分相当額、②当該社外取締役が会社か
ら受けた退職慰労金の額及びその性質を有する財産上
の額の合計額とその合計額をその職にあった年数を
もって除した額に２を乗じた額とのいずれか低い額、
③特に有利な条件による新株予約権の発行の決議に基
づき発行を受けた新株予約権を、（ア）就任後に行使
したときは行使の時におけるその会社の株式の時価か
ら当該新株１株の発行価額とみなす額（新株予約権の
発行価額及びその行使に際して払い込みをなすべき額
の合計額の１株あたりの額）を控除した額に、発行を
受けまたはこれに代えて移転を受けた株式数を乗じた
額、（イ）就任後に譲渡したときはその価額より発行
価額を控除した額に譲渡した権利の数を乗じた額）と
のいずれか高い額を限度として、その賠償責任を負う
－ 93 －
旨の責任限定契約をすることができる旨を定款におい
て定めることができるとした。そして、会社法制定に
あたり、427条１項において責任限定契約の対象を会
計参与、社外監査役、会計監査人に広げるとともに、
賠償額の限度額の算定についてより詳細な規定を設け
た。具体的には、役員等が会社の取締役、執行役又は
支配人その他の使用人を兼務している場合を意識し、
その場合は兼務部分の報酬等の職務執行の対価等が算
定のベースになる点（会社法施行規則113条）35、旧規
定における既述①の部分において「報酬その他の職務
遂行の対価として」とあったものが、「報酬、「賞与」
その他の職務執行の対価として」と「賞与」が明示さ
れた点（同条１号）、旧規定における既述②の部分と
対比して、単純に退職慰労金の額をその職に就いてい
た年数で除して得た額（同条２号）とされ、旧規定よ
りも負担が軽減される点36が変化したことが挙げられ
る。これは、旧規定の場合と同様に、会計参与、社外
監査役、会計監査人の確保を容易にするためであると
考えられるが、前述の通り、取締役、監査役とならぶ
会社役員としての会計参与に責任限定契約を認めるこ
とに疑問がないではない。
　しかしながら、中小企業の多くは市場を通じた直接
金融による資金調達を予定せず、銀行等からの間接金
融に依存しており、会計参与が計算書類等の作成に関
与することにより、計算書類等がより信頼できるもの
となり、銀行等の金融機関が融資金利の優遇や無担保
融資などの取り扱いをすることが期待されている。そ
して、後述するように会計参与は他の役員と同様に第
一次的な責任の帰属主体であり、いわば信用創造機関
としての会計参与という立場からは、責任限定契約が
認められなければ、引き受け手がいなくなることにな
る。
　また、社外取締役についての責任限定契約が導入さ
れた平成13年の商法改正の当時から、何らかの不祥事
による損害が発生したとき、特定の取締役に対し、株
主が損害賠償請求の提訴もしていないのに、責任限定
契約に基づき、会社が当該取締役につき重大な過失で
はないが過失がある、または過失はないとして責任の
軽減の決定をすることは考えられず、契約を結んだ社
外取締役に一応の安心を与える効果はあるもの、実用
性からみて代表訴訟が係属した際の和解で十分である
との見解37もあり、こうした実態を知り、または知る
べき会計参与をはじめとする責任限定契約が締結可能
な役員等について、就任の動機と責任限定契約の存在
は無関係であるということもできる。
　なお、公開会社においては責任限定契約の内容の概
要は、事業報告の内容として記載される（会社法施行
規則119条２号、121条、124条５号、125条、126条）。
　⒞　責任限定契約の有効性についての疑問
　前述の通り、会計参与は会社と委任ないし準委任の
関係にあり（会社法330条）、その職務遂行にあたって
は会社に対し、善管注意義務を負い、任務を怠り会社
に損害が生じた場合、会社に対し損害賠償責任を負う
が、実際の損害賠償責任の追及にあたっては株主代表
訴訟によるものが少なくないといえる（同法847条）。
このとき、裁判所は任務を怠った会計参与が負担すべ
き損害賠償額を算定することになるが、算出された額
が、当該会計参与が会社と結んだ責任限定契約により
負担する賠償責任の限度額を超過する場合、どのよう
に理解するべきか問題となる。
　この場合、株主代表訴訟は、会社が当該会計参与の
責任を追及する訴えを提起するよう請求したにもかか
わらず、これに応じない場合に提起できるものであり、
会社に代わって責任を追及するという意味では、会社
が当該会計参与に請求できる限度額が、責任限定契約
で定まっている以上、これを超過する額を請求しえず、
裁判所の判断は、当該責任限定契約の限度額の範囲内
でのみ有効と解するか、限度額を超過した部分を会社
は常に放棄するものと解することもできる。定款規定
から効力を生ずる責任限定契約であるから、定款自治
を重んじる会社法の理念からもこのように解すること
も可能であろう。しかしながら、会計参与と会社との
間で結ばれた責任限定契約は最大限尊重すべきもので
あるが、裁判所が算出した損害賠償額は責任限定契約
に左右されないものであると考えるべきである。なぜ
ならば、株主代表訴訟の場で、会社の定款、それに基
づく責任限定契約については証拠として取り扱われて
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いるはずであり、具体的な損害賠償額が裁判所により
提示された場合は、裁判所は責任限定契約の存在を考
慮した上で、それを超過した額を示したと解し、責任
限定契約は効力を生じないものと考えるべきであるか
らである。ただし、株主代表訴訟提起時以降に責任限
定契約を結び、損害賠償額を軽減させようとする裁判
所の判断を潜脱するような脱法的な行為が行われる可
能性もあるため、裁判所は損害賠償額を提示する際に、
責任限定契約の効力の有無についても明示すべきであ
ると考える。
　会計参与の任務懈怠が重大である場合や、取締役と
共同して計算書類等の作成をする際に、主導的に違
法・不正行為を行う場合が生じないとは限らず、必要
な措置であると考える。
　また、そもそも会計参与に責任限定契約を認める必
要がないと考える余地もある。会計参与は、取締役、
監査役に並ぶ役員と位置付けられており、その他の責
任限定契約を結ぶことができる社外取締役、社外監査
役、会計監査人とは責任の重さが異なるものと考える。
ここで、会計監査人と会計参与は両者とも会計専門職
であり、両者の取り扱いは同一に扱われるべきである
と考えることもできる。しかしながら、会社法329条
１項において、会計監査人は役員として列挙されてお
らず、両者の責任の重さに差異を設けることは不合理
ではなく、会社法制定以前は、一般に、外部監査を行
う会計監査人は会社の機関であると解されていなかっ
た38ことからも、両者を別異に取り扱い、会計参与に
責任限定契約を認めないものとすることも可能であろ
う。そうすると、常に会計参与の責任、負担する損害
賠償額は裁判所の判断によることになり、事前に自己
が負担する責任や損害賠償額の限度を知ることができ
ず、会計参与に就任しようとする者が就任に消極的に
なり、中小企業の適正な会計の実現が危ぶまれる可能
性もある。いわゆるダスキン株主代表訴訟39では、本来
の損害発生の直接的な原因は取締役の任務懈怠行為に
起因するものであり、発生した損害に関して監査役は
二次的、間接的な責任の帰属主体であるべきところ40、
監査役の損害賠償金額が取締役と同額になっており、
一律に割合的な損害賠償責任の負担を求められる可能
性もなくはない。特に、会社の顧問税理士と会計参与
の計算書類等の作成の関与度合いについていえば、前
者は二次的、補助的であるのに対し、一次的な責任の
帰属主体であり41、会計参与の責任はより重いものと
なる可能性がある。しかしながら、有限会社の役員の
第三者に対する責任に関する事案であるが、最判昭和
45年７月16日民集24巻７号1061頁は、名目上の代表取
締役の損害賠償責任について、現実に第三者に損害を
被らせた取締役に故意・重過失による任務懈怠があっ
たといえないときは、条理上是認することはできず、
当該損害と名目上の代表取締役の任務懈怠行為との間
には相当因果関係がないとして否定しており、裁判所
の判断に委ねたとしても、個別具体的に適正な判断が
なされ、会計参与に対し不当に過大な責任が認められ
ることはなく、特段問題は生じることはなく、会計参
与が就任に消極的になることはないともいえる。
　また、中小企業においては取締役に実質的な権限が
集中し、会計参与と対等な立場で計算書類等を作成で
きる状況にない場合も少なくなく、その結果として不
当な計算書類等が作成されることも考えられる。そう
した場合、あくまで計算書類等の作成には取締役42と
会計参与の共同の意思に基づく必要があり、共同の意
思が欠けていれば、その計算書類等は無効であり、株主
総会で承認がなされても決算確定の効力は生じない43
ものとされるため、会計参与がこの点で責任を負うこ
とはないといえ、責任限定契約がなくとも、不当な結
果には至らないと考える。
　ただし、中小企業の適正な会計の実現のために、会
計参与制度を推進する政策的な意図44があり、それを
尊重するという観点からは、現行の規定を変更して、
会計参与に責任限定契約を一律に認めないものとする
ことは不合理な結果を導き出す可能性もある。また、
社外取締役、社外監査役、会計監査人が主導的に会社
に対し重大な損害をもたらす可能性もあり、責任限定
契約の有効性は事案に応じて流動的なものと解する必
要もある。特に、役員解任の訴えの事案であるが、高
松高決平成18年11月27日金判1265号14頁は、他の取締
役が、代表取締役の法令違反行為を阻止しなかったこ
とに加え、積極的に加担したことが、法令に違反する
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重大な事実となるとしており、社外取締役、社外監査
役、会計監査人が責任限定契約における限度を超える
賠償責任を負う可能性も否定できない。さらに、実務
の面では、責任限定契約が無効になる可能性を意識し
ている45ことも挙げられる。したがって、裁判所は、
会計参与をはじめとする責任限定契約を締結できる役
員等の損害賠償額の算定にあたっては、締結されてい
るないし締結される可能性のある責任限定契約の効力
について明示する必要があると考える。また、少なく
とも会計参与を対象とした責任限定契約の効力につい
ては、裁判所が明示できるようにすべきである。そう
することにより、不必要に中小企業の適正な計算の担
い手となる会計参与への就任に不安感を与えることな
く、なおかつ、自己が会社と締結した責任限定契約が
無効ないし効力が生じないと判断される可能性がある
ということを認識することによって、会計参与に対し、
より真摯な業務執行が期待できると考える。
５．おわりに
　会計参与制度を新設した会社法は、平成18年５月１
日から施行され、現在６年余りが経過した。この間、
制度の概要や制度利用のメリットなど、ある程度、関
係機関等により周知がなされてきたといえる。しかし
ながら、この制度が抱える法的課題の把握、そしてそ
の解決や会計参与の担い手の確保については積極的に
行われているとはいえない現状がある。
　そこで、今後とも継続的に会計参与制度について、
現状の把握を行いつつ、研究を進めるとともに、会計
参与の担い手への支援活動についても行っていきたい
と考えている。
　具体的には、新潟経営大学及び地域活性化研究所等
の研究教育能力を活かして、会計参与の担い手である
税理士、公認会計士の方々に対して、会計参与の職務
についてはもちろん、会社役員としての職務、身につ
けておくべき知識等について学ぶことができる講座を
開催し、新潟県央地域を出発点として、実務と理論の
水準の高い会計参与、地域から求められる会計参与、
企業活性化のための会計参与の担い手の養成を通じ
て、講座を修了した税理士、公認会計士の方々と地域
企業とのつながりの強化を図るような取り組みも行っ
ていきたいと考えている。
１　 貸借対照表、損益計算書その他株式会社の財産及び損益の
状況を示すために必要かつ適当なものとして法務省令で定
めるもの。
２　 臨時決算日における貸借対照表、臨時決算日の属する事業
年度の初日から臨時決算日までの期間に係る損益計算書。
３　 当該会社及びその子会社から成る企業集団の財産及び損益
の状況を示すために必要かつ適当なものとして法務省令で
定めるもの。
４　 酒巻俊雄・尾崎安央（編）『新版　基本問題セミナー１　
会社法』（成文堂、2005年）239頁。
５　 酒巻俊雄・尾崎安央（編）『新会社法』（青林書院、改訂版、
2008年）194頁。
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